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Ⅰ-２ 事業マネジメントの機能強化に向けた国の施策動向 

―保険者機能強化及びPDCAサイクルの展開力強化を中心にー 

1. 2040年を見据えた介護保険制度改革の方向性とは 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 国は、団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年を見据え、介護が必要な状態となっても

住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、地域包括ケアシステムの構築に

取り組んでいます。 

 2025 年以降を展望すると、団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる 2040 年まで介護ニ

ーズの高い 85 歳以上の人口が急速に増加します。その結果、高齢者の単独世帯や夫

婦のみ世帯の増加、認知症の人の増加も見込まれており、介護サービス需要が更に

増加・多様化することになります。一方で、担い手となる現役世代の人口は、2040

年にかけて更に減少するため、高齢者介護を支える人的基盤の確保も大きな課題と

なります。 

 そのため、2040 年を見据え、①介護予防・健康づくりの推進（健康寿命の延伸）、②

保険者機能の強化（地域保健としての地域のつながり機能・マネジメント機能の強

化）、③地域包括ケアシステムの推進（多様なニーズに対応した介護の提供・整

備）、④認知症施策の総合的な推進、⑤持続可能な制度の構築・介護現場の革新の観

点から、介護保険制度の見直しが必要となってきました。 

 他方、人々の暮らしや地域の在り方が多様化するなか、地域に生きる一人ひとりが

尊重され、多様な経路で社会とつながり参画することで、その生きる力や可能性を

最大限に発揮できる「地域共生社会」の実現が目指されています。高齢者の地域で

の生活を支える地域包括ケアシステムは、こうした地域共生社会の実現に向けた中

核的な基盤となり得るものです。 

 こうした背景のもと、厚生労働省の介護保険部会にて、制度見直しに関する検討が

行われ、2019 年 12 月 27 日、「介護保険制度の見直しに関する意見」が公表され、①

改革の目指す方向、②改革の 3 つの柱、③3 つの改革を下支えする改革が示されまし

た（図表Ⅰ-2-1）。 

 市区町村においては、介護保険の保険者として、また、住民に最も身近な基礎自治

体として、地域の実情を踏まえながら、介護保険制度を適切に運営するとともに、

介護予防・地域づくり、「共生」・「予防」の認知症施策、介護基盤整備、介護現場の

革新等の取組が推進されることが求められることになります。また、保険者機能の

強化の観点から、地域や事業に対する「マネジメント力の向上（＝地域課題の解決

力向上）」も強く求められることになります。 
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図表Ⅰ-2-1. 介護保険制度改革の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所）厚生労働省：介護保険制度の見直しに関する意見、第 90 回介護保険部会（2020 年 2 月 21 日）、参考資料 1-3

を一部改変 
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2. 事業マネジメントの機能強化に向けた国の施策動向 

１） 2017年地域包括ケア強化法によるPDCAサイクルによる取組の制度化 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 2017 年 5 月 26 日に、「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を

改正する法律（地域包括ケア強化法）」が成立しました。 

 本法は、「地域包括ケアシステムの深化・推進」と「介護保険制度の持続可能性の確

保」を目指したもので、前者に関する主な内容は、①保険者機能の強化等の取組の

推進、②医療・介護の連携の推進等，③地域共生社会の実現に向けた取組の推進等

の３点でした（図表Ⅰ-2-2）。 

 この１点目が保険者機能強化に関するもので、全市町村が保険者機能を発揮し、自

立支援・重度化防止に向けて取り組むよう、①データに基づく課題分析と対応（介

護保険事業計画における取組内容と目標の記載）、②適切な指標による実績の評価、

③財政インセンティブの付与などが制度化されました（図表Ⅰ-2-3）。 

 また、同法により、市区町村や都道府県のさまざまな取組の達成状況を評価できる

よう客観的な指標を設定し、市区町村や都道府県の高齢者の自立支援、重度化防止

等に関する取組を推進するための新たな交付金（＝保険者機能強化推進交付金）が

創設され、2018 年から交付が開始されました。そして、国が設定する指標による実

績評価及び第１号被保険者数を勘案し、評価点数に応じて交付額が決定される形と

なりました。 
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図表Ⅰ-2-2. 地域包括ケア強化法の概要 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）厚生労働省：一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会取りまとめ（案）（参考資料）、第 9 回一般介護

予防事業等の推進方策に関する検討会（令和元年 12 月 9 日）参考資料 1より引用 

 

 

図表Ⅰ-2-3. 保険者機能の強化等による自立支援・重度化防止に向けた取組の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所）厚生労働省資料より引用 https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/k2017.pdf 
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２） 適切なPDCAサイクルの展開を図るための対策                          

―老健事業等の成果をベースとした手引き等の作成― 

① 「介護保険事業計画における施策反映のための手引き」の作成 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 課題とは、「目指す姿（ビジョン）」と「現状」のギャップのことで、マネジメント

は、これら課題を解決する、すなわち、現状を目指す姿（ビジョン）に近づけるた

めに行うものです。事業計画も、「目指す姿（ビジョン）」を意識しながら、その達

成に向けて策定するものです。 

 さて、介護保険事業計画における将来の「サービスの見込量の推計」は、現在のサ

ービス受給率や利用状況が今後も続くと仮定する「自然体推計」を基本としていま

す。これは過去の実績を踏襲する「実績踏襲型」の見込量の推計方法であるといえ

ます（図表Ⅰ-2-4）。しかしながら、過去の利用実績を踏襲した「サービス提供体

制」を構築したとしても、地域が目指す姿（ビジョン）の達成につながるとは限り

ません。 

 そこで、「ビジョン達成」という目的を意識した上で、事業計画を策定するといった

思考を強化するために作成されたのが、「介護保険事業計画における施策反映の手引

き～目指すビジョンを達成するためのサービス提供体制の構築～（2019 年 3 月）」で

す。 

 同手引きの考え方に沿って、①地域が目指すビジョンの明確化、②ビジョン達成の

ための検討事項の設定、③地域の実態把握、④サービス提供体制の構築方針の明確

化、⑤サービス提供体制の確保策の実践とモニタリングといった PDCA サイクルを

適切に展開する必要があります（図表Ⅰ-2-5）。 

 

ポイント 
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図表Ⅰ-2-4. ビジョン達成型の事業計画の作成プロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所）厚生労働省：介護保険事業計画における施策反映の手引きについて、第 9期介護保険事業計画作成に向けた各

種調査等に関する説明会(令和 4年 8月 3日)、資料 5より引用  

 

 

図表Ⅰ-2-5. ビジョンからはじまる計画策定プロセスのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）厚生労働省：介護サービス施設・事業所調査より作成  
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② 「介護保険事業(支援)計画の進捗管理の手引き」の作成 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 市区町村には、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、その有する能力に応じて自

立した日常生活を営むことができるよう、地域包括ケアシステムを構築することが

求められています。これを実現するためには、目標達成に向けた活動を継続的に改

善し続け、保険者機能を強化していく必要があります。 

 目標達成に向けた活動においては、適切な進捗管理が重要になります。 

 そこで、介護保険事業計画策定期以降に、計画に記載したサービス見込量や取組・

目標を継続的に評価・分析し、必要に応じて見直しを行うといった標準的な手順で

あるPDCAサイクルやその考え方を示したものが、「介護保険事業（支援）計画の進

捗管理の手引き（2018年 7月）」です（図表Ⅰ-2-6）。同手引きでは、「①サービス見

込み量」と「②取組と目標」に関する進捗管理の手順が示されています。 

 前者の「サービス見込量」に関しては、実際の利用状況との間にギャップが生じて

いるかどうかを確認し、ギャップが生じていた場合、その要因を分析し、サービス

利用状況を拡大するための、より効果的な対策を検討・実行することになります

（図表Ⅰ-2-7）。 

 後者の「取組と目標」も同様です。取組の目標（＝目指す姿）と実績（＝現状）を

比較し、両者のギャップが以前に比べて縮小しているかどうかを確認し、縮小して

いなければ、「なぜ縮小していないのか」「どうすれば目指す姿に近づけることがで

きるのか」を考え、これまでの取組の内容や目標を変更していくことになります

（図表Ⅰ-2-8、図表Ⅰ-2-9）。 

 本手引きで示されている PDCA サイクルの展開手法に沿って、サービス提供量の確

保や目標達成に向けた取組の推進を図っていく必要があります。 

ポイント 
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図表Ⅰ-2-6. 厚生労働省が示す PDCA サイクルとは 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所）厚生労働省老健局介護保険計画課：介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（2018 年 7 月 30 日）

より引用 
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図表Ⅰ-2-7. 見込みと現状にギャップが生じた場合の要因分析の例 

 

 

出所）厚生労働省老健局介護保険計画課：介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（2018 年 7 月 30 日）

より引用 
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図表Ⅰ-2-8. 取組と目標の進捗管理の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所）厚生労働省老健局介護保険計画課：介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（2018 年 7 月 30 日）

より引用 

 

図表Ⅰ-2-9. 取組と目標を振り返るための自己評価シート 

 
出所）厚生労働省老健局介護保険計画課：介護保険事業（支援）計画の進捗管

理の手引き（2018 年 7 月 30日）より引用  
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③ 「介護予防等の『取組と目標』設定の手引き」の作成 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 市区町村には、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、その有する能力に応じて自

立した日常生活を営むことができるよう、地域包括ケアシステムを構築することが

求められています。これを実現するためには、目標達成に向けた活動を継続的に改

善し続け、保険者機能を強化していく必要があります。 

 第７期介護保険事業計画から、保険者に介護予防等の「取組と目標」の記載が必須

となりました。さらに、これら「取組と目標」は、毎年度の実績を踏まえて自己評

価し、その結果を都道府県や厚生労働省に報告するとともに、各自治体において公

表することが求められています。厚生労働省は、前述した「介護保険事業（支援）

計画の進捗管理の手引き」を 2018 年７月 30 日に発出し、「取組と目標」の自己評価

に関する考え方や方法を示してきました。 

 また、厚生労働省では、地域の実情を把握する方法の一つとして、介護予防・日常

生活圏域ニーズ調査を示し、その調査結果を地域包括ケア「見える化」システムに

掲載して分析できるよう環境を整えています。 

 第 8 期計画の「取組と目標」を設定するため、そのための手順や考え方を示すとと

もに、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査を活用して取組の効果を把握する考え方

と例を示したのが、「介護予防等の「取組と目標」設定の手引き（2019年 10月）」で

す（図表Ⅰ-2-10、図表Ⅰ-2-11）。 

 本手引きで示されている方法に沿って、前期の取組を振り返りながら、現状を地域

の目指す姿に近づけるための、よりよい方法を再検討し、実行していく必要があり

ます。 

ポイント 
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図表Ⅰ-2-10. 取組と目標の作成手順の具体例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所）厚生労働省：介護予防等の「取組と目標」設定の手引きについて、第 9 期介護保険事業計画作成に向けた

各種調査等に関する説明会(令和 4 年 8月 3 日)、資料 3 を一部改変 
 
 

 

図表Ⅰ-2-11. ニーズ調査を活用した取組の伸長管理の例 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所）厚生労働省：介護予防等の「取組と目標」設定の手引きについて、第 9 期介護保険事業計画作成に向けた

各種調査等に関する説明会(令和 4 年 8月 3 日)、資料 3 を一部改変 
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